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　若年者雇用が社会的問題として大きく取り上げられて
いる昨今，大学における就職支援の強化は急務の課題と
なっている。しかし，卒業後の進路選択に対し，その重
要性を認識していなかったり，もしくは重要性は理解し
ているものの忌避的になっていたりする学生は依然多い。
例えば，未就職卒業者の割合が高い大学ほど，進路が決
定しないまま卒業していく学生の特徴として，“ エント
リーシートが書けない ”“ 何をしたらいいのかわからな
い ”“ 就職活動をスタートするのが遅い ”“ こだわりが強
い ” などが挙げられるとされる（労働政策研究・研修機
構 , 2010）。また，こうした大学では，就職活動におけ
る近年の変化として，“ 学生がインターネットに頼りす
ぎる傾向の増加 ” や，“ 心理的負担を感じる学生や就職
活動を途中でやめる学生の増加 ” が指摘されている。こ
れは，未就職卒業者割合が低い大学において認められる，
就職関連のイベント参加の増加傾向とは対照的な現象で
ある。このように，就業に対して意欲的になれず，働く
中で何に価値をおくかが曖昧になっており，就職活動に
おいても回避的，もしくは孤立化し，活動を維持できな
くなる様子が浮き彫りにされている。
　また，我が国において，卒業後の仕事を得る上で，就
職活動を行うことは不可欠であり，これは一般的に，大
学 3 年生の秋から本格化する。しかし，企業への就職
を志望している者は，単純にこの 3 年生の秋から行動
を起こせばよいのではなく，それ以前に十分な情報収集
を行い，来る就職活動に備えることが求められている。
例えば，キャリア形成支援の展開として，入学前・1 年
生時には “ 早期教育による動機づけ ”，2 年生時には “ 自
己理解と社会理解 ”，3 年生時には “ 自己実現に必要な
スキルの習得 ”，4 年生時には “ 進路決定と進路を見据
えたスキルの取得 ” が挙げられており（長尾 , 2009），
低学年よりキャリアを考える機会を持つことの重要性が
説かれている。しかし，大学 1・2 年のうちに，自分のキャ
リアを形成するために必要な活動を意識的に行えるよう
になることは，難しい学生も多いだろう。
　こうした，キャリア決定に至るまでに必要となる行動
面については，“ キャリア探索 ” という観点から研究が
進められてきた。これは，自身や仕事，職業，組織に
ついて情報収集し，理解し，仕事世界への移行やその
後の適応過程に関連する行動とされ（Jordaan, 1963; 
Stumpf, Colarelli, & Hartman, 1983），具体的には，
自分自身に関する情報収集を中心とする自己探索と仕事
に関する情報収集を中心とする環境探索の 2 側面から
構成されている。実際，キャリア探索は，就職活動がう
まくいくように準備する上で，最初の重要なステップで
あり，環境探索が “ 履歴書を提出する ”“ 大学の就職課
を利用する ” などの就職活動を予測すること（Werbel, 
2000）や，キャリア探索が面接の準備を促進し，さら
にそれらが就職面接のパフォーマンスや結果に影響を与
えること（Stumpf, Austin, & Hartman, 1984）など
が指摘されてきている。ここから，キャリア探索（特に
環境探索）を促すことは，進路選択のプロセスにおいて
発達的に認められうる不決断の解消につながるとして注
目される。
　こうした，キャリア探索を活発化する要因の一つとし
て考えられるのが，就業に対する意欲である。将来の就
業場面に対する動機については，安達（1998）によっ
て “ 就業動機 ” という観点から整理され，“ 未入職者が
未来の仕事状況に関連してもつ動機，もしくは将来携わ
る職業的場面を想定した動機 ” と定義されている。そこ
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要約
　本研究の目的は，大学生における就業動機，問題解決スタイル，キャリア探索がどのように関連しているのかについ
て検討することである。調査対象者は，東海地方の私立大学 1 校の大学 1・2 年生計 104 名である。重回帰分析の結果，
①上位志向は合理的問題解決スタイルと負の関連があること，②合理的問題解決スタイルがキャリア探索と正の関連が
あること，③衝動的／不注意型問題解決は自己探索と正の関連があること，が明らかにされた。本研究を通じて，特に
大学の初期におけるキャリア支援の在り方についての示唆を得られた。
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では，従来の社会的達成欲求に関する研究から，就業動
機を 4 つの側面に分け，“ 探索志向 ”“ 対人志向 ”“ 上位
志向 ”“ 挑戦志向 ” から構成されているとする。“ 探索
志向 ” と “ 挑戦志向 ” については，後に 1 つにまとめ
られ，興味や関心を反映させた就業に対する積極的姿勢
を指す “ 自己向上志向 ” とされている（安達 , 2001a）。
また，就業動機は，他の動機概念や自己効力などとの関
連が示されてきている（安達 , 2001b）。しかし，こう
した動機が特に，初期のキャリア選択に必要な活動にど
のような影響を与えているのかについては，十分検討が
されていない。従って，本研究では，就職活動前の準備
への支援を考えるため特に大学 1・2 年生に焦点をあて，
どのような就業動機がキャリア探索の促進に関連してい
るのかを明らかにすることを目的とする。
　就業動機に関する先行研究からは，自己向上志向が，
職業未決定を抑制するのに対して，対人志向や上位志
向は影響を与えないことが明らかになっている（安達 , 
2001）。また，古市（2007）は，就業に対して前向き
で積極的な傾向を職業志向傾向とし，自己向上志向に該
当すると思われる自己実現志向がその主たる規定要因と
なっていることを示している。さらに，Adachi（2009）
においても，知覚されたサポートが就業動機とキャリア
探索に与える影響を検討した際に，自己向上志向がキャ
リア選択活動を促進することが明らかになっている。以
上より，自己向上志向がキャリア決定上にはポジティブ
な影響を与えることが予想され，本研究においても，自
己向上志向はキャリア探索に対して促進的な影響を及ぼ
すと推測される。
　また，本研究では，就業動機とキャリア探索の関連を
説明する上で，社会的問題解決に着目する。社会的問題
解決とは，実生活上の社会的文脈における “ 問題解決 ”
を指し，自己管理の技法・一般的な対処戦略とされて
いる。（ズリラ , 1995）。元々，D’Zurilla & Goldfried
（1971）の社会的問題解決理論においては，5 つの構成
要素，つまり問題志向，問題の明確化と定式化，代替
可能な解決策の産出，意思決定，解決策の実施と検証，
を仮定していた。その後，この理論は修正が試みられ
（D’Zurilla, 1986; D’Zurilla & Nezu, 1990; Maydeu-
Olivares & D’Zurilla, 1996），そこでは，社会的問題
解決が，問題志向と問題解決スタイルの 2 要素から構
成されているとする。前者は，日常生活における問題や
自身の問題解決能力に対するメタ認知過程を指し，後者
は最適な問題の解決方や対処を導くものであるとされ
る。このような理論体系に沿って開発されたのが，問題
解決療法であり，認知行動療法の主たる技法のひとつに
挙げられる。こうした問題解決訓練は，実際に進路選択
における意志決定やキャリア探索を促進する介入の中で
部分的に用いられ，一定の成果を示している（Jepsen, 
Dustin, & Mairs, 1982; Mendonca & Siess, 1976; 
Salami, 2004）。従って，就職への意欲に加えて，キャ
リア探索に対して，特に問題解決スタイルがどのような
役割を担っているのかについて，明らかにすることは，
今後の支援に有益な情報を提供するものといえよう。
　問題解決スタイルについては，更に合理的な問題解決
スタイルと不適切な問題解決スタイルに分けられ，不
適切な問題解決スタイルは，解決の実行を遅らせたり，
機能しない解決法に捉われたりすることによって，合
理的な問題解決スキルの実行を妨げると考えられてい
る（Maydeu-Olivares & D’Zurilla, 1996; ネズ・ネズ , 
2004）。つまり，このような不適切な問題解決スタイル
を変容させ，合理的な問題解決スタイルを構成する具体
的なスキルを身につけることが必要とされるはずである。
　以上を踏まえ，どのように就業動機と問題解決スキル
が関連し，さらに，それらがキャリア探索にいかにつな
がるのかを明らかにすることを目指す。
方法
調査対象者
　東海地方の私立大学 1 校に在籍する大学生計 104 名 
（男子33名，女子71名）の回答が得られ，分析に用いた（有
効回答率 65%）。平均年齢は 19.38 歳（SD=0.94），学年
の内訳は 1 年生 45 名，2 年生 42 名，3 年生 17 名であっ
た。そのうち，1・2 年生のみを本研究の分析対象とした。
調査方法
　1，2 年生を主対象に開講されている講義において，
質問紙を配布し，無記名方式にて実施した。調査時に
は，フェイスシートと口頭説明にて，プライバシーの保
護，参加辞退の機会保証，不利益防止への配慮等を明示・
明言し，調査への同意の上，回答を求めた。調査時期は，
2011 年 10 月から 11 月である。
調査内容
　 キ ャ リ ア 探 索　Stumpf el al.（1983） の Career 
Exploration Scale を邦訳した安達（2003）のキャリア
探索尺度を使用した。この尺度は，低学年にも適用可能
なかたちとして作成されている点が特徴の一つとして挙
げられる。項目内容は自己探索について 6 項目（例 “ 自
分の長所や短所について考えてみる ”“ 自分という人間
について考えてみる”），環境探索について 7 項目（例“本
や雑誌，インターネットなどで仕事や働くことに関連す
る記事を読む ”“ 将来の仕事について友人や先輩，家族
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などから話を聴く ”）の計 13 項目より構成される。回
答は，現在通っている学校に入学してから項目内容に示
す事柄を行っている程度について，“ まったく行ってい
ない ”―“ 非常によく行っている ” までの 5 段階評定で
求めた。
　就業動機　就業動機尺度（安達 , 1998, 2001a）より，
自己向上志向 21 項目（例 “ 将来就きたい職業のために
努力しようと思う ”），対人志向 10 項目（例 “ 仕事を通
じて色々な人に出会いたい ”），上位志向 10 項目（例 “ 地
位や名誉をもたらす職業に就きたい ”）の 3 尺度 41 項
目を使用。回答は，“ まったくあてはまらない ”―“ 非
常によくあてはまる ” までの 5 段階評定で求めた。
　Social Problem-Solving Inventory-Revised
（SPSI-R）日本語版　社会的問題解決の理論に基づい
て，D’Zurilla & Nezu（1990）は，問題解決能力を測定
する尺度（Social Problem-Solving Inventory; SPSI）を
作成している。その後更に， D’Zurilla, Nezu & Maydeu-
Olivares（1998）が改訂版を作成しており，これを佐藤・
高橋・松尾・境・嶋田・陳・貝谷・坂野（2006）が日本
版を作成した。これによると“ポジティブな問題志向”“ネ
ガティブな問題志向 ”“ 合理的問題解決 ”“ 衝動的／不注
意型問題解決 ”“ 回避型問題解決 ” の 5 因子構造から構成
されることが明らかとなっており，社会的問題解決理論
と整合性を持つ尺度であることが示された。本研究では，
問題解決スタイルに該当する “ 合理的問題解決 ”“ 衝動的
／不注意型問題解決 ”“ 回避型問題解決 ” を使用した。
結果
基礎統計
　まず初めに，各尺度について，オリジナルに基づき尺
度得点を算出し，記述統計量を算出した。その結果を
Table1 に示す。
　続けて，各変数間の相関分析を行った。その結果を
Table2 に示す。まず対人志向は，衝動的／不注意型問
題解決，合理的問題解決と有意な負の相関があった。上
位志向は，合理的問題解決と負の相関があった。自己向
上志向は，合理的問題解決，環境探索と負の相関にあっ
た。また，衝動的／不注意型問題解決は，自己探索と，
合理的問題解決は，環境探索・自己探索の両者と有意な
正の相関があった。
重回帰分析
　次に就業動機と問題解決スタイルの関連，さらにそれ
らとキャリア探索がいかに関連するかを明らかにするた
め，強制投入法による重回帰分析を行った。まず就業動
機の 3 因子を独立変数とし，問題解決スタイルの 5 因
子を従属変数とした分析を行った。続けて，就業動機
の 3 因子と問題解決スタイルの 5 因子を独立変数とし，
キャリア探索の 2 因子を従属変数とした分析を行った。
その結果を Figure1 に示す。まず，就業動機において
有意なパスが示されたのは，上位志向と合理的問題解決
との間においてのみであり，就業動機の各因子は環境探
索，自己探索に直接的な影響を与えていなかった。また，
合理的問題解決は環境探索と自己探索に正の影響を及ぼ
し，衝動的／不注意型問題解決は自己探索に正の影響を
与えていた。
Table1 各変数の記述統計量
Table2 各変数間の相関係数
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考察
　本研究では，大学 1・2 年生における就業動機が問題解
決スタイルとどのように関連し，さらにそれらとキャリ
ア探索との関連について明らかにすることを目的とした。
　まず，就業動機の平均値から，各尺度得点は理論的平
均値を下回っており，全体的に低いことが示された。ま
た，環境探索においても同様であった。つまり，就業に
対する意欲・動機づけが低い傾向にあり，職業理解のた
めの活動も全体的に活発ではないことを意味していると
言える。本研究では低学年を対象としているため，卒業
に向けた意識が高まっていない学生が多いことを裏付け
るものと考えられる。ただし，安達（2001a）によると，
就業動機の高さは 2 年生以上も 1 年生も変わらないこ
とが示されており，対象となった大学の全体的な傾向で
ある可能性も指摘できる。
　また，先行研究から，自己向上志向はキャリア探索と
の間にポジティブな関連を示すことが予想されたが，相
関分析では，むしろ環境探索と負の相関を，自己探索と
は有意な相関ではなかったため，これは裏付けられな
かった。また，重回帰分析においても，自己向上志向は
いずれにも有意なパスを示さなかった。このような結果
の違いについては，就業動機の因子間の相関が高いこと
による疑似相関が生じていたためと考えられる。自己向
上志向は，仕事を通じて自己を高めようとする内発的動
機づけであるが，安達（2001b）では，自己向上志向が
職業未決定に抑制的に影響するのはより学年が高い場合
においてであり，本研究のような低学年の場合には，内
発的動機づけが行動に対して効力を発揮するようになる
ほど，まだ成熟していないと言える。自己向上志向に限
らず，全体的に，就業動機とキャリア探索の直接的な関
連性は弱く，合理的問題解決を媒介した間接的な関係に
とどまったことから見てもこれは裏付けられよう。
　しかし，重回帰分析において，唯一上位志向のみが，
合理的問題解決と負の関連にあることが示された。つま
り，上位志向が低い場合，合理的問題解決をよく行って
いることを意味している。上位志向とは “ 地位や名誉を
もたらす職業に就きたい ”，“ 職場では高い役職に就き
たい ”，“ 昇格や昇進の機会がある仕事を得ることは重
要だ ” など，人より優れた仕事をすることで社会的地位
や名声を獲得したいという動機である。つまり，上位志
向が低い学生は，社会的地位を得ることに現時点ではこ
だわっていないことが特徴として考えられる。近年の就
職することの厳しさについては，各種メディアを通じて
目にする機会は多い。そうした状況において，こだわり
が強い学生は，就職が決まりづらいということが明らか
にされているが（労働政策研究・研修機構 , 2012），こ
のように就職する企業や職業のネームバリューに固執し
ないという傾向は，冷静に状況を見極め，選択の幅を広
げるという点で合理的な問題解決スキルと関連した可能
性が考えられる。ただし，安達（2001b）によると，上
位志向は，職業未決定に本質的な解決に貢献しないこと
が指摘されている。キャリアパスが多様化し，“ 終身雇
用 ” というシステムが崩れている現代において，就職は
単なるゴールではなく，あくまでも通過点となっている。
例えば，会社への定着性についての調査から，“ 定年ま
で働きたい ” とする新入社員の割合が低下傾向を示して
いるのに対し，“ とりあえずこの会社で働く ”“ 状況次
第でかわる ” とする人は増加していることが示されてお
り（社会経済生産性本部・日本経済青年協議会 , 2004），
働く中で自分が何をしていきたいのか，どのように生き
るかということを，在学中に見極めることの方が長い目
Figure1 就業動機，問題解決スタイル，キャリア探索の関連
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で見て重要であるといえるだろう。
　また環境探索と自己探索を直接的に促進していたのは
合理的問題解決であることが分かった。つまり，合理的
問題解決を行う者ほど，キャリア探索をよく行っている
ことが明らかとなった。これは，社会的問題解決理論で，
合理的問題解決が適応的なスキルであるとされる点にお
いて，予想された結果と一致する。また，先行研究では
問題焦点型コーピングによる就職活動への影響がある点，
つまり，問題に対して積極的に取り組むスキルが重要と
する結果があり（松田・永作・新井 , 2010），本研究の
結果と符合するものである。就職を見据えた探索活動を
高める際には，積極的に問題解決策を考え出そうとし，
また状況を分析しどのような障害物が自分の望み達成を
妨げているのかを明らかにするなどを含む合理的問題解
決を行うことが有効であるといえる。これらはすべて学
習可能なスキルであり （D’Zurilla & Nezu, 1990），早
期に身につける利点が示唆された。
　また，衝動的／不注意型問題解決をよく行うと自己探
索が高まる傾向が示された。一般的に衝動的／不注意型
問題解決は不適切な問題解決スタイルであり，このよう
な問題解決スタイルは，解決の実行を遅らせたり，機
能しない解決法にとらわれたりすることによって，合
理的な問題解決スキルの実行を妨げると考えられてい
る（Maydeu-Olivares & D’zurilla, 1996; ネズ・ネズ , 
2004）。しかし本研究では，衝動的／不注意型問題解決
をよく行うと自己探索が高まる傾向が示された。衝動的
／不注意型問題解決は，内省や熟考の不十分さが特徴で
あるため，自己探索を促進するという結果は，非常に矛
盾した意味合いを内包しているといえよう。可能性とし
て考えられることとしては，自己探索の項目内容への反
応の仕方が挙げられる。例えば，“ 自分の長所や短所に
ついて考えてみる ”“ 自分という人間について考えてみ
る ” など，自分の得意・不得意や自分という人間・生き
方について “ 考えてみる ” という行為自体は，多くの者
が行ったことのあると考えられる。しかし，その深さ・
十分さについては，個人の主観によっており，衝動的な
問題解決の傾向が高い者は，“ 考えてみる ” という行為
についての十分さの基準が低いことが考えられる。従っ
て，衝動的な問題解決スキルの高い者と低い者では，同
程度に “ 考えてみる ” ことをしても，それを自己分析と
して十分であるとする，つまり高い得点をつける傾向が
高いかもしれない。これについては，更なる検討が待た
れよう。今回，衝動的／不注意型問題解決は，1・2 年
生間での自己探索とポジティブな関連を示したが，衝動
的／不注意型問題解決は先行研究において事態に対して
問題を即断的に解決している方略に近いとされており
（中澤・榎本・中道 , 2007），このことから一時的に問
題を解決しているにすぎないと推察される。また，脅迫
傾向（生真面目さ）が高い人は進路意志決定を行う際に，
強迫性が不適応的に作用しているため不決断傾向が高く
進路未決定につながりやすいことが示されている（広瀬 , 
2009）。衝動的／不注意型問題解決をよく行う人におい
ては，こうした脅迫傾向（生真面目さ）が低いことが推
測され，安易な進路意思決定をしやすいとも考えられる。
つまりこの解決法は，限られた期間内で将来を見通した
就職活動を行わなければならない 3・4 年生に対しては
不適切であり，本研究の結果から，合理的問題解決スキ
ルを高めることを念頭に置く必要があるだろう。
　以上を概括すると，上位志向のように，外的な基準（ス
テイタス，ネームバリュー）によって動機づけられる場
合，昨今の就職状況に適した，柔軟なキャリア選択や　
就職活動の準備が展開できない可能性を孕む。従って，
働くことについてより内的な基準で意味づけを行えるこ
と，合理的な対処の仕方を身につけることが，初期のキャ
リア形成支援には重要であるといえるかもしれない。
　最後に今後の課題を挙げる。まず，本研究においては，
調査対象を大学 1 校としたため，結果の一般化には留
意しなくてはならない。また，就職活動までに猶予のあ
る 1 年生と 2 年生を同時に分析し，包括的な特徴を浮
き彫りにしたが，より詳細な検討のためには，学年や性
別を考慮した上で分析を行うことが必要であろう。また，
合理的問題解決には①問題の定義と公式化，②さまざま
な問題解決法の案出，③意志決定，④解決法の実行と実
証の４つのステップが含まれるため（Nezu, Nezu , & 
Perri, 1989），以降では，こうしたステップを踏まえて
検討することも有意義である。
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